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令和６年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針（抜粋） 

 

第２ 中小企業者の受注の機会の増大のために国等が講ずる措置に関する基本的な事項 

４ ダンピング防止対策、消費税の円滑かつ適正な転嫁等の推進 

 

(２)適切な予定価格の作成 

①  国等は、役務及び工事等の発注に当たっては、需給の状況、原材料及び人件費（社

会保険料（事業主負担分及び労働者負担分）相当額を適切に含み、かつ、最低賃金

又はその近傍の人件費単価の被用者が用いられる可能性のある役務の発注について

は、各都道府県における最低賃金の改定額（契約期間中に最低賃金額の改定が見込

まれる場合には、その改定見込額を含む。）についても反映した額）等の最新の実勢

価格等を踏まえた積算に基づき、消費税及び地方消費税の負担等を勘案し、適切に

予定価格を作成するものとする。 

なお、ビルメンテナンス業務に係る発注に当たっては、厚生労働省において策定

した「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイドライン」に

おいて、最新の「建築保全業務労務単価（国土交通省大臣官房官庁営繕部）」を用い

ることとされていることに留意するとともに、燃料や原材料等の市況価格の変動が

激しい商品等については、特に、最新の実勢価格や需給の状況等を考慮するよう努

めるものとする。  

②  国等は、公庫等及び地方公共団体における工事等の発注に際し、いわゆる歩切り

や予定価格等の事前公表の取りやめ等が促進されるよう努めるものとする。 

 

(３)低入札価格調査制度の適切な活用等 

①  国等は、役務及び工事等の発注に当たっては、ダンピング受注の排除等適正価格

による契約の推進のため、低入札価格調査制度を適切に活用するものとする。  

②  国等は、特に人件費比率の高い役務契約については、適正な履行確保の観点から、

低入札価格調査基準価格を下回る価格により落札した者と契約する場合における措

置として、人件費が明記された入札価格内訳書の徴収を徹底し、最低賃金額を下回

る人件費でないことに留意するとともに、落札の決定があった旨の公表の徹底を行

うものとする。 

  また、下請代金支払遅延等防止法（昭和 31 年法律第 120 号）、私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」とい

う。）及び労働関連法等の所管行政庁は、その執行を図る上で、必要に応じ、低入札

価格調査制度に基づく調査情報も活用するものとする。 

③  国等は、地方公共団体における役務及び工事等の発注に際し、低入札価格調査制

度、最低制限価格制度及び入札ボンド制度等の適切な活用が促進されるよう努める

ものとする。 
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(４)最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直し 

①  国等は、契約前において、清掃、警備、洗濯、庁舎管理、電話交換その他最低賃

金又はその近傍の人件費単価の被用者が用いられる可能性のある役務契約について、

年度途中の最低賃金額の改定を踏まえた予算を確保し、上記（２）に掲げる適切な

予定価格を作成するとともに、入札金額における人件費について、契約期間中に最

低賃金額の改定が見込まれる場合には、その改定見込額についても考慮した上で入

札することを入札希望者にあらかじめ周知するものとする。また、人件費単価が改

定後の最低賃金額を下回った際は適切な価格での単価の見直しを行う旨の条項をあ

らかじめ契約に入れることなどにより、年度途中で最低賃金額の改定があったとし

ても、受注者が労働者に対して最低賃金額以上の賃金を支払う義務を履行できるよ

う配慮するものとする。  

②  国等は、契約後において、清掃、警備、洗濯、庁舎管理、電話交換その他最低賃

金又はその近傍の人件費単価の被用者が用いられる可能性のある役務契約について、

最低賃金額の大幅な改定があった場合には、契約金額を変更する必要があるか否か

について受注者に対し確認し、最低賃金引上げ分の円滑な価格転嫁を図るため契約

金額を変更するなど、受注者が労働者に対して最低賃金額以上の賃金を支払う義務

を履行できるよう配慮するものとする。 

 

(５)最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直し 

①  国等は、公共工事の発注に当たっては、労務費、原材料費、エネルギーコスト等

の実勢価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保について、契約後

の状況に応じた必要な契約変更の実施も含め、適切に対応するものとする。 

  特に、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇時における請負代金額の変

更の的確な実施のため、あらかじめ、当該変更についての条項を契約に適切に設定

するとともに、当該条項の運用基準を策定しておくものとする。 

②  国等は、物件及び役務の契約の途中で、労務費、原材料費、エネルギーコスト等

の実勢価格に変化が生じた場合には、契約金額を変更する必要があるか否かについ

て検討し、契約変更の実施も含め、適切に対応するものとする。 

  また、受注者から労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇に伴う契約金額

の変更について申出があった場合にはその可否について迅速かつ適切に協議を行う

ものとし、その旨の条項をあらかじめ契約に入れるなど、受注者からの申出が円滑

に行われるよう配慮するものとする。 

③  上記①、②の対応に当たっては、経済財政運営と改革の基本方針 2023（令和５年

６月 16日閣議決定）において、原材料費やエネルギーコストの適切なコスト増加分

の全額転嫁を目指し、取引適正化を推進することとされていることや、労務費の適

切な転嫁のための価格交渉に関する指針（令和５年 11 月 29 日策定）の趣旨を最大

限に考慮するものとする。 

 




